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公益財団法人 日本手工芸作家連合会 職務分掌及び職務権限規程

第１章 総 則

（目的）

第１条 本規程は、公益財団法人日本手工芸作家連合会（以下「当法人」という。）の運営組織を明確

にし、且つ各組織の職務分掌及び職務権限を文書化して明示し、当法人の円滑な運営と業務の効率的

な遂行を図ることを目的とする。

（組織）

第２条 当法人の組織は、評議員会、評議員選定委員会、理事会、会長、副会長及び部・局をもって構

成する。

２ 当法人の組織図は別紙のとおり。

３ 法令及び定款に定めがあるとき、又は会長が必要と認めたときは、理事会の承認を得て、特定目的

の業務を行う委員会を設置することができるものとする。

（構成）

第３条 組織を構成する者は、原則として当法人の会員及び会長が指名した者とする。

（服務）

第４条 当法人の役職員は、当法人の目的を自覚し、法令、定款及び諸規程を遵守し、誠実公正に職務

を執行しなければならない。

第２章 経営機関の職務分掌及び職務権限

（決議機関等）

第５条 評議員会、評議員選定委員会及び理事会は、法令及び定款に定められた分掌職務を、それぞれ

の運営規程に基づいて遂行するものとする。

（会長）

第６条 会長は、当法人を代表し、評議員会及び理事会の決議のもとで当法人の業務全般を総理する。

（副会長）

第７条 副会長は、会長を補佐し、当法人の円滑且つ効率的な業務の推進を促進する。

２ 会長から指命された所管部・局を総括管理・指導する。

第３章 第Ⅰ公益目的事業部

（第Ⅰ公益目的事業部)

第８条 第Ⅰ公益目的事業部は、手工芸に関する専門的知識・技能等の普及や人材の育成を事業とし、

次の各号の職務を所管事項とする。

＜教育・育成グループ＞

(１) 手工芸に関する研究会、講習会、発表会及び展示会等の企画及び開催

(２) 手工芸に関する講演会の開催、指導者の派遣、手工芸作家・愛好家の交流促進等手工芸の知識

・技能の向上に資する事業の遂行

(３) 手工芸作品の海外展出品、海外手工芸作品の国内展出品等手工芸に関する知識・技能の海外交

流
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(４) 手工芸指導者の育成教育の実施及び資格の認定並びに資格制度の改善・合理化

＜出版グループ＞

(５) 機関誌［ＳＯＵＳＡＫＵ］の編集、出版

(６) その他手工芸に関する資料、出版物等の刊行

（第Ⅰ公益目的事業部の構成）

第９条 第Ⅰ公益目的所業部に部長を置く。

２ 部長が、副部長及び部員が必要と判断したときは、会長宛に書面をもって申請し、会長が必要と認

定したときは、会長が副部長又は部員を任命する。

（部長の職務権限）

第１０条 部長は、第Ⅰ公益目的事業部を統括し、所管業務の円滑且つ効率的な推進・管理を行う権限

と責任を有する。ただし、次の事項は、書面をもって会長宛申請し承認を得ること又は書面による報

告を要するものとする。

＜申請事項＞

(１) 予算外の事業活動

(２) 毎月、隔月等定例的に開催する研究会、講習会、展示会等を開催するとき

(３) 講習会出席者、展示会出品者等参加者が３０名を超える大規模なものを実施するとき

(４) 外部講演者を招聘して行う講演会の開催

(５) 海外交流

(６) 講師、助教授及び教授の資格授与

(７) 資格制度の変更

(８) 機関誌［ＳＯＵＳＡＫＵ」その他出版物の刊行

＜報告事項＞

(９) 毎年４月末までに、講習会、展示会、講演会等前年度の事業活動実績

(１０) 部長権限事項ではあるが、部長が重要であると判断したもの

（副部長の職務権限）

第１１条 副部長は、部長の指示、命令のもとで所管業務の円滑且つ効率的な推進を行う。

２ 副部長は、部長事故あるときは、部長の職務を代行する。ただし、事後、代行した職務を部長に書

面をもって報告することを要する。

（経費の仮払）

第１２条 部長は、１万円以下の小口現金支払を、仮払いし、後日領収書等確証を添えて出納責任者に

これを提出し、経費処理することができるものとする。

第４章 第Ⅱ公益目的事業部

（第Ⅱ公益目的事業部）

第１３条 第Ⅱ公益目的事業部は、手工芸作品の展覧会、コンクール等を通して優れた作品、人物等を

表彰し、手工芸に関する知識・技能の向上に資することを事業とし、次の各号の職務を所管事項とす

る。

(１) 原則として毎年開催する創作手工芸展の企画及び実行

(２) 前号以外の当法人が主催・共催・協賛する手工芸作品の展覧会、コンクール等の企画及び実行

(３) 会員（支部又は教室を含む）が主催・共催する手工芸作品の展覧会、コンクール等の企画及び

開催の支援
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（第Ⅱ公益目的事業部の構成）

第１４条 第８条に準じる。

（部長の職務権限）

第１５条 部長は、第Ⅱ公益目的事業部を統括し、所管業務の円滑且つ効率的な推進・管理を行う権限

と責任を有する。ただし、次の事項は、書面をもって会長宛申請し、承認を得ること又は書面による

報告を要するものとする。

＜申請事項＞

(１) 創作手工芸展実行委員会の組成

(２) 創作手工芸展実行案の確定

(３) 手工芸作品の展覧会、コンクール等の実施

＜報告事項＞

(４) 創作手工芸展終了後の実績報告

(５) 手工芸作品の展覧会、コンクール等の実施後の実績報告

(６) 部長権限事項であるが、部長が重要であると判断したもの

（副部長の職務権限）

第１６条 第１０条に準じる。

（経費の仮払）

第１７条 第１１条に準じる。

第５章 業 務 部

（業務部）

第１８条 業務部は、会員情報を収集し会員動向を把握の上、ホームページ・連合会パンフレット等に

よる広報活動を展開して会員に寄与することを事業とし、次の各号の職務を所管事項とする。また、

併せて手工芸作品の購入及び販売業務も所管する。

(１) 会員情報の収集及び会員増強計画の策定、実施

(２) 退会者情報の収集・分析による退会防止策の策定、実施

(３) 地方における、当法人の情報連絡活動の支援

(４) 会員交流促進を推進する諸施策の立案及び実施

(５) ホームページのデーター更新及び情報開示内容の充実推進

(６) 当法人の知名度、社会的評価を高める為、連合会パンフレット等の広報活動

（業務部の構成）

第１９条 第８条に準じる。

（部長の職務権限）

第２０条 部長は、業務部を統括し、所管業務の円滑且つ効率的な推進・管理を行う権限と責任を有す

る。ただし、次の事項は、書面をもって会長宛申請し、承認を得ること、又は書面による報告を要す

るものとする。

＜申請事項＞

(１) 会員増強計画及び増強方策の確定

(２) 退会防止策の確定
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(３) ホームページの構成の変更

(４) 連合会パンフレット等広報物の内容

＜報告事項＞

(５) 会員の交流会実施報告

（副部長の職務権限）

第２１条 第１０条に準じる。

（経費の仮払）

第２２条 第１１条に準じる。

第６章 事 務 局

（事務局）

第２３条 事務局は、当法人の総務的業務及び財務・経理業務を分掌し、次の各号の職務を所管事項と

する。

＜総務グループ＞

(１) 評議員会、評議員選定委員会、理事会の招集通知の作成及び発送並びに会場の設営等庶務的事

項

(２) 理事会の議事録作成と保管管理及び評議員会、評議員選定委員会の議事録の保管管理

(３) 主務官庁の検査・指導等への対応、折衝業務及び主務官庁等外部に提出を要する諸報告の統括

(４) 定款、諸規程等本部に所在する重要書類の文書管理

(５) 事務局職員の人事及び労務管理

(６) 本部事務室管理、登記事項の処理、その他総務的及び庶務的事項

＜会員管理グループ＞

(７) 入会者の受付と承認及び会員証の授与

(８) 会員名簿の作成及び管理

(９) 退会届の受理及び退会者名簿の作成

＜財経グループ＞

(１０) 勘定科目、帳簿組織等当法人の会計の基本に関する事項

(１１) 日計処理及び月次試算表の作成

(１２) 現金支払及び現預金管理

(１３) 共通管理費の会計区分毎配賦基準の作成

(１４) 予算編成方針の策定、各部別予算の取りまとめ、予算原案の策定及び予算書の作成等の予算

編成業務

(１５) 予算の月次実績管理

(１６) 決算事務及び計算書類等の作成

(１７) 定款第８条第３項に規定する書類の作成

(１８) 公印の保管管理

（事務局の構成）

第２４条 事務局に事務局長を置く。

２ 事務局長が、副事務局長、職員及び臨時職員等が必要と判断したときは、書面をもって会長宛申請

し、会長が必要と判断したときは、会長が副事務局長、職員及び臨時職員等を任命する。

（事務局長の職務権限）

5
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第２５条 事務局長は、事務局を統括し、所管業務の円滑且つ効率的な推進・管理を行う権限と責任を

有する。ただし、次の事項は、書面をもって会長宛に申請し、承認を得ること又は書面による報告を

要するものとする。

＜申請事項＞

(１) 評議員会、評議員選定委員会及び理事会の招集通知記載内容

(２) 主務官庁宛提出資料。ただし、アンケート調査に対する回答等軽微な内容のものを除く

(３) 定款及び諸規程の改訂

(４) 事務局職員の採用及び解雇並びに給与手当に関する事項

(５) 公印の作成及び廃棄

(６) 出納責任者の任命

(７) 固定資産の購入、賃借、維持、処分等の管理業務

(８) 本部事務室の借用及び借用条件に関する事項

(９) 理事会・評議員会に諮問する予算案の確定

(１０) 共通管理費の会計区分毎配賦基準の確定

(１１) 事前発行する領収書の金額が１０万円以上のとき

(１２) 金融機関との取引を開始又は廃止するとき

＜報告事項＞

(１３) 毎年１０月に上半期の、４月に前年度の入・退会者実績

(１４) 毎年９月末、３月末における会員数

(１５) 毎月末の預貯金残高照合の結果、１０万円以上の過不足額があったとき

(１６) 予算の月次実績

(１７) 固定資産の保全状況及び移動において重要なる異動・滅失があったとき

(１８) 負債の増減に関して、異常を発見したとき

(１９) 予算の執行において、予備費を支出したとき

（副事務局長の職務権限）

第２６条 第１０条に準じる。

（支出権限）

第２７条 支払は、当法人の会計処理規程第２２条第３項に基づき、原則として会計責任者の承認を得

て、銀行振り込みにより行う。

２ 現金支払を行わざるを得ないときは、次の権限等に基づき行う。

(１) １件１０万円以下の現金支出は出納責任者権限とする

(２) １件１０万円超５０万円以下の現金支出は会計責任者の権限とする

(３) １件５０万円超の現金支出は会長権限とする

(４) 支出権限にかかわらず、すべての支出伝票に会計責任者の事後証印を要するものとする

(５) 第１号、第２号、第３号の権限者は、現金支出時に支払要因となる事項が、当該事項の権限者

により承認されているものであるかどうかを確認することを要する

第７章 補 則

（規程上の疑義）

第２８条 本規程の運用上疑義が生じたときは、事務局長が会長と協議の上、解決策を決定する。

(規程の改廃)

第２９条 本規程を変更又は廃止するときは、理事会の承認を得て行うものとする。
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附 則

１ この規程は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定める公益法人の

設立の登記の日から施行する。
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別紙

公益財団法人 日本手工芸作家連合会 組織図

第Ⅰ公益目的事業部

評議員選定委員会 教育・育成 グループ

出 版 グループ

評 議 員 会

第Ⅱ公益目的事業部

理 事 会 会 長 副会長

業 務 部

監 事

業 務 グループ

広 報 グループ

事 務 局

総 務 グループ

会員管理 グループ

財 経 グループ


